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第６章　中国の高等教育における職業教育と学位

南部　広孝

　中華人民共和国（以下，中国と略）の高等教育は，社会主義国家にふさわしい制度に向けて独

自の展開を遂げてきた。計画経済体制のもとでは特定の職業・職務に適した人材を養成するよう

整備が進められたが，１９８０年代以降市場経済体制への移行が図られるのに伴って，一方では職業

を指向しつつもそれに直接には結びつかない教育へと変容し，同時により明確に職業教育に方向

づけられた教育が新たに導入されている。本章では，中国の高等教育制度と学位制度を概観した

うえで，高等教育における職業教育の位置づけを確認し，近年積極的に取り組まれている高等職

業教育改革の方向性について政策文書を手がかりに検討する。

１．制度，法的地位

１.１　制度の枠組み

　中国の高等教育は，提供されている教育の種類とそれを提供している高等教育機関が一対一で

対応しておらず，しかも教育の種類と高等教育機関のそれぞれについて個別の規定があることか

ら全体として複雑な制度構造になっている。高等教育全体については，１９９８年に制定された「中

華人民共和国高等教育法」１（以下，「高等教育法」と略）において，「創造的な精神と実践的な能力

を有する高度な専門的人材を養成し，科学技術文化を発展させ，社会主義現代化建設を促進する

こと」（第５条）が任務とされている。

　まず，高等教育の種類について整理しよう。中国で提供されている高等教育は，教育の目的や

方法によれば大きく普通高等教育，成人高等教育，軍事高等教育の３つの類型に分けることがで

きる。このうち，普通高等教育は全日制で，通常は対面式で教育が行われる。大部分は普通高等

教育機関で行われているが，成人高等教育機関でもごく一部ながら行われている。成人高等教育

は主として在職者を対象としており，テレビ・ラジオの利用や通信制により教育を行ったり，夜

間や週末といった余暇の時間を利用して教育を行ったりする。全日制（原語は「脱産」）の課程も

設置されてはいるが，その規模は非常に小さい２。中国ではこの教育を専門に担う成人高等教育

機関が設置されているが，現在は成人高等教育を受ける学生の圧倒的大多数は普通高等教育機関

に開設された成人高等教育部門で学んでおり３，そうした成人高等教育機関に在籍している者は

相対的に少数である。そして軍事高等教育は，中国人民解放軍関係の人材を養成することを目的

とした教育であり，軍事高等教育機関で行われている４。

１ 「中華人民共和国高等教育法」は長谷川・南部・吉村（１９９８，１９９９）に訳出されている。なお，同法は２０１５年１２月
２７日に改正された。改正後の法は２０１６年６月１日に施行される。

２ ２０１４年に成人高等教育を受けていた学生（６５３万１,２１２人）のうち「脱産」課程に在籍していたのは２６万６,１８３人
（全体の４.１％）にすぎなかった（「成人本，専科分性質類別学生数」（http://www.moe.edu.cn/s７８/A０３/moe_ 
５６０/jytjsj_２０１４/２０１４_qg/２０１５０９/t２０１５０９０７_２０５９２５.html，２０１６年２月１日最終確認））。

３ ２０１４年の統計によれば，成人高等教育を受けている学生の総数６５３万１,２１２人のうち，成人高等教育機関の在籍者
は４５万２,１６５人にすぎず，９３.１％に相当する６０７万９,０４７人は普通高等教育機関で開設されている成人高等教育部門
に在籍している（「成人本，専科分性質類別学生数」（http://www.moe.edu.cn/s７８/A０３/moe_５６０/jytjsj_２０１４/ 
２０１４_qg/２０１５０９/t２０１５０９０７_２０５９２５.html，２０１６年２月１日最終確認））。

４ １９９８年に高等教育の「粗就学率」（本文後述）が公表されるようになった際，そこには軍事高等教育を受ける学生
も含まれていた。ただし，軍事高等教育や軍事高等教育機関についての情報は限られていることから，以下では
これらの類型は対象としない。
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　教育課程の段階に注目すれば，大きく大学院課程，本科課程（わが国の学士課程に相当），専科

課程に分けることができ，大学院課程は，１９８０年の「中華人民共和国学位条例」（以下，「学位条

例」と略）の施行により，博士課程（３年）と碩士課程（３年。わが国の修士課程に相当）から

構成されるようになった。大学院教育は，普通高等教育機関だけでなく，さまざまな研究機関で

も実施されている。本科課程は４～５年制の課程であり，この課程を終えれば卒業証書が交付さ

れ，そのうえで条件を満たせば学士学位が授与される。この段階の教育は，「学生に当該学問分野，

専攻が必要とする基礎理論，基礎知識を十分に系統的に修得させ，当該専攻に必要な基本的技能，

方法及び関連知識を修得させ，当該専攻の実際の業務や研究に従事する場合の初歩的能力を有す

るようにさせるものとする」とされている（「高等教育法」第１６条）。一方，専科課程は２～３年

制の短期高等教育であり，「学生に当該専攻に必要な基礎理論，専門知識を修得させ，当該専攻の

実際の業務に従事する場合の基本的技能と初歩的能力を有するようにさせる」ことが目指されて

いる（同条）。本科課程，専科課程は普通高等教育でも成人高等教育でも開設される。これらの課

程が設置される基礎となる専攻（原語は「専業」）はもともと，計画経済体制において「特定の産

業技術に直結する極めて細分化された」（大塚，１９９６，p.５５）学問分類と機関内部組織の単位であ
り，卒業後すぐに当該分野で専門家として働くことが期待されていることから，広くとらえれば

中国の高等教育は全体として職業準備教育になっていると言える５。

　実際の課程では，専科課程は同一分野の本科課程で提供される主要科目から構成される。専科

課程段階で高等職業教育を提供する課程は特定の職業に対応した教育内容が含まれる。

　一方，高等教育機関は，実施する教育にもとづけば，上述した普通高等教育，成人高等教育を

それぞれ主として行う普通高等教育機関，成人高等教育機関がある。ただし，すでに述べたよう

に，普通高等教育機関でも成人高等教育が行われているし，成人高等教育機関でも非常に限られ

た人数ではあるが普通高等教育が実施されている６ため，教育の類型と高等教育機関とは一対一で

対応しているわけではない。

　一方，機関の名称としては大学，学院，高等専科学校などがあり，これは普通高等教育機関，

成人高等教育機関のいずれにおいても同様である。「高等教育法」によれば，「大学，独立設置の

学院は主として本科課程及び本科課程以上の教育を行う。高等専科学校は，専科課程教育を行う」

とされている（第１８条）。普通高等教育機関にはさらに，高等職業教育機関（原語は「高等職業学

校」，実際の機関名称は「短期職業大学」や「職業学院」，「職業技術学院」など）がある。

　普通高等教育機関の設置については「普通高等教育機関設置暫定条例」（１９８６年）が定められて

いる。この条例では，設置基準として教員数，土地・校舎建築面積，蔵書数などが示されるとと

もに，機関名称，審査・認可と検収，検査処理などが規定された。このうち機関名称は，人材養

成目標，専門分野，規模，指導体制などによって確定することとされた。具体的には，大学は主

として本科課程及びそれ以上の専門人材を養成し，３つ以上の専門分野を提供して，教育と科学

研究で高い水準を持ち，全日制の在校生が５,０００人以上であることとされ，学院は主として本科課
程及びそれ以上の専門人材を養成し，１つの専門分野を提供して，全日制の在校生が３,０００人以上
であることとされた。高等専科学校は主として専科課程段階の専門人材を養成し，１つの専門分

野を提供して，全日制の在校生が１,０００人以上であることとされ，高等職業教育機関（職業技術学

５ 例えば，哲学専攻でも養成目標として「国家機関，文教事業，報道・出版，企業等の部門で実際の業務に従事で
きる応用型，複合型の高級専門人材」の養成が挙げられている（中華人民共和国教育部高等教育司，１９９８，３９頁）。

６ ２０１４年には，普通高等教育を受けている学生のうち９万３,４１５人が成人高等教育機関で学んでいる（「普通本，専
科分性質類別学生数」（http://www.moe.edu.cn/s７８/A０３/moe_５６０/jytjsj_２０１４/２０１４_qg/２０１５０９/t２０１５０９０７_２０５９２５. 
html，２０１６年１月５日最終確認））。
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院など）は主として専科課程段階の専門人材を養成し，職業技術教育を主とし，全日制の在校生

が１,０００人以上であることとされた。
　この条例にもとづいて，機関名称別の設置目的を整理したのが図表６－１である。

　また，２００６年には「普通本科高等教育機関設置暫定規定」が制定されている。この規定では，

本科課程を有する普通高等教育機関である大学と学院について，学生数，開設する専門分野の数，

教員（学生教員比，兼職比，大学院修了学歴取得比），教学水準評価結果（「良好」以上），科学研

究経費獲得額，土地・校舎建築面積，教育研究機器，蔵書数などに関する基準が改めて定められ

ている。学生数が大学では８,０００人以上，学院では５,０００人以上とされたほか，それぞれの項目につ
いてより具体的な基準が示された。

　高等職業教育機関に関しては，２０００年に「高等職業教育機関設置基準（暫定）」が公布された。

この法規では，全学及び学内組織の管理責任者や教員集団，土地や校舎，財源などについての基

準が示されるとともに，「専攻の設置にふさわしく必要な実習・実践訓練の場所，教学機器，図書

資料を配置しなければならない」（第３条）とされた。また，カリキュラムに関しては，高等職業

教育機関の特色を際立たせなければならないとされ，①実践的な教学の授業時間数は一般に，教

学計画における総授業時間数の４０％程度を占めること，②教学計画に規定する実験，実践訓練科

目の開設率は９０％以上とすること，③各専攻は，それぞれにふさわしい基礎技能訓練と模擬操作

の条件と安定した実習・実践活動の拠点を備えることが求められた（第４条）。

　一方，成人高等教育機関の設置については，「成人高等教育機関設置暫定規定」（１９８８年）が制

定されている。成人高等教育機関の任務は「経済建設と社会発展の需要と結びつけ，在職しては

いるが教育の程度と専門的水準が職務の要求に達していない者に対して相応の一般的教育と専門

教育を行い，中等段階以上の従業者に対して相応の職務研修を行う。大学専科課程以上の学歴も

しくは中等以上の技術職務を有する在職の専門技術者に対して継続教育を行う」とされ（第４条），

カバーする地域や業種の人材ニーズにもとづいて専攻と科目を開設することとされている（第１２

図表６－１　普通高等教育機関の名称別設置目的

設置目的名称

主に本科課程及びそれ以上の段階の専門人材を養成大学，学院

主に高等専科課程段階の専門人材を養成高等専科学校

職業技術教育を主として，高等専科課程段階の専門人材を養成職業技術学院など

図表６－２　高等教育機関と高等教育の種類の関係

提供される高等教育の種類法的根拠名称

大学院教育（碩士課程，博士課程）
普通高等教育（本科課程，専科課程）
成人高等教育（本科課程，専科課程）

普通高等教育機関設置暫定条例
（中華人民共和国高等教育法）

大学，学院普
通
高
等
教
育
機
関

普通高等教育（専科課程）
普通高等教育機関設置暫定条例
（中華人民共和国高等教育法）

高等専科学校

普通高等教育（専科課程）
普通高等教育機関設置暫定条例
（中華人民共和国職業教育法）

職業技術学院など

成人高等教育（本科課程，専科課程）
成人高等教育機関設置暫定規定
（中華人民共和国高等教育法）

大学，学院成
人
高
等

教
育
機
関 成人高等教育（専科課程）

成人高等教育機関設置暫定規定
（中華人民共和国高等教育法）

高等専科学校
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条）。そして，成人高等教育機関を設置する際の規模として，専科課程，本科課程，特定職務の研

修，継続教育などをあわせて８００人以上の学生を擁することが求められている（第１３条）。

　以上の高等教育機関と高等教育の種類の関係を整理すると，図表６－２のようになる。

１.２　学位，入学・卒業要件

１.２.１　学位制度

　中国では，１９８０年に「学位条例」が施行されて学位制度が導入された。「学位条例」では，学位

は学士，碩士，博士の３種類とされている（第３条）。このうち学士学位の授与基準は，「高等教

育機関の本科課程卒業生で，成績が優秀で下記の学術水準に達した者に学士学位を授与する」と

され，①当該専門分野の基礎理論，専門知識及び基本的技能をかなりよく習得していること，②

科学研究活動に従事するか，もしくは専門技術活動を行う初歩的能力を有することという２つの

条件が示されている（第４条）。また，専門分野の種類については，「中華人民共和国学位条例暫

定実施規則」（１９８１年）で，哲学，経済学，法学，教育学，文学，歴史学，理学，工学，農学，医学

とされていたが，これは現在まで見直しが行われており，２０１１年に公布されたリストでは，碩士

学位，博士学位の専門分野として上記１０分野に加えて軍事学と管理学，芸術学が挙げられている７。

　一方，１９９０年以降，専門職学位（原語は「専業学位」）の授与が行われるようになっている８。

「専門職学位の創設及び審査認可に関する暫定規則」（１９９６年）では，専門職学位について，「職

業的背景を有する一種の学位であり，特定の職業における高レベルの専門人材を養成するために

創設される」（第２条）とされ，「学士，碩士，博士の３級に分けられるが，一般に碩士レベルの

みで創設し，各レベルの専門職学位は，対応するわが国の現行の各レベルの学位と同じ段階に位

置づける」（第３条）ことになっている。専門職学位の名称は，「××（職業領域）碩士（学士，

博士）専門職学位」と表示される。

　１９８１年に国務院学位委員会から出された「学位授与機関の審査・決定に関する原則と方法」で

は，学士学位の授与機関として認められる条件が次のように規定された。すなわち，「国務院の

認可を経て設置された高等教育機関で，その本科課程設置専攻が教育部の大学本科課程教学計画

の原則に基づいて規定されて」おり，①すべての科目を開設することができており，そのうち多

くの科目が講師以上の職称を有する教員によって担われ，教育の質がかなりよいこと，②実験科

目が基本的に揃って開設されており，一定の質を有していること，③講師以上の職称を有する一

定数以上の教員が学生の卒業論文（卒業設計もしくはその他の卒業実践部分）作成を指導してい

ること，④各項目の審査制度が健全であることを満たすことが求められた。

１.２.２　入学・卒業要件

　普通高等教育機関，成人高等教育機関における入学と学位，大学院課程への入学資格を，教育

課程に注目して整理したのが図表６－３である。

７ 国務院学位委員会・教育部「学位授与和人材培養学科目録（２０１１年）」（http://www.moe.gov.cn/srcsite/A２２/ 
moe_８３３/moe_８３４/２０１１０３/t２０１１０３０８_１１６４３９.html，２０１６年１月５日最終確認）。

８ ２０１１年までに承認された専門職学位は次の通りである。なお，＊印の付された分野は碩士専門職学位，博士専門
職学位があり，建築学は学士専門職学位と碩士専門職学位がある。それ以外は碩士専門職学位のみである。
金融，応用統計，税務，国際商務，保険，資産評估，審計，法律，社会工作，警務，教育＊，体育，漢語国際
教育，応用心理，翻訳，新聞与伝播，出版，文物与博物館，建築学，工程＊，城市規劃，農業推広，獣医＊，
風景園林，林業，臨床医学＊，口腔医学＊，公共衛生，護理，薬学，中薬学，軍事，工商管理（MBA），公共
管理，会計，旅游管理，図書情報，工程管理，芸術
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　普通高等教育を受ける学生には機関類型，機関名称に関わらず統一的な選抜方法が適用されて

おり，ほとんどが全国統一大学入学試験（原語での通称は「高考」）を通じて選抜される。「２０１４

年普通高等教育機関新入生募集規定」９にもとづけば，全国統一大学入学試験の出願資格は，①中

華人民共和国の憲法と法律を遵守し，②高級中学段階の学校を卒業するかそれと同等の学力を有

し，③健康な者となっている。２０００年までは受験資格として「未婚で基本的に２５歳以下の者」と

いう条件もあったが，２００１年以降はこれが取り消され，従来婚姻や年齢の点で基本的には大学に

入学することができなかった者にも大学進学の道が開かれた。この全国統一大学入学試験の成績

のみによる選抜以外に，推薦入学制度や自主学生募集（原語は「自主招生」）制度などがあるが，

これらは現役の高級中学卒業生が対象である。

　普通高等教育は全日制で教育が行われる。上述のように２００１年以降は年齢の上限が撤廃された

ので就職経験者が入学することもありうるが，実際には成人高等教育もあるため，そのような学

生はほとんどいないか，いてもごく少数であると考えられる。

　成人高等教育を受ける学生も，上記のものとは異なる全国統一入学試験（原語は「成人高考」）

に参加する必要がある。成人高等教育には高級中学卒業者を対象とした課程（専科課程，本科課

程）と何らかの形式で専科課程卒業証書を得た者を対象とした課程（「専昇本」課程）があり，前

者の出願資格は高級中学段階の卒業生もしくはそれと同等の学歴を有する者とされ，在職者だけ

でなく，高級中学段階の現役卒業生も出願することが可能である。後者は国が承認する専科課程

卒業証書を有する者となっている。

　成人高等教育は原則としては在職者が受けることになっており，すでに言及したごく一部の全

日制課程を除けば，普通高等教育機関で提供されていても成人高等教育機関で提供されていても，

夜間や週末といった余暇の時間を利用して行われている。

　本科課程，専科課程の修了者には卒業証書が与えられる。卒業証書には，どのような種類の高

９ 「２０１４年普通高等学校招生工作規定」（http://gaokao.eol.cn/kuai_xun_３０７５/２０１４０３２８/t２０１４０３２８_１０９１８７０.shtml，
２０１４年７月６日最終確認）。

図表６－３　入学要件，修業年限，学位，大学院課程への入学資格

大学院課程への入学資格学位
標準修業
年限

入学要件課程名称

あり（学位を取得していること
は求められない）

学士（要件を満たさなけれ
ば卒業証書のみ）

４～５年

後期中等
教育卒業
（標準は
１２年）ま
たは同等
の学力

本科
大学，学院

普
通
高
等
教
育
機
関

（卒業後２年以上で本科卒業と
同等学力を有するか，または高
等教育独学試験制度等を通じて
本科卒業学歴を取得すれば可）

なし２～３年専科

なし２～３年専科高等専科学校

なし２～３年専科職業技術学院など

あり（学位を取得していること
は求められない）

なし（学位の取得を希望する
ときは学位授与権を有する
普通高等教育機関に申請）

４～５年本科

大学，学院

成
人
高
等
教
育
機
関

（卒業後２年以上で本科卒業と
同等学力を有するか，または高
等教育独学試験制度等を通じて
本科卒業学歴を取得すれば可）

なし２～３年専科

なし２～３年専科高等専科学校

注：普通高等教育機関の成人高等教育部門に設置されている本科課程，専科課程については成人高等教育機関の大
学，学院における各課程と同様。
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等教育（普通高等教育，成人高等教育など）で課程を終えたのかが明記されることになっている。ま

た，本科課程修了者で一定の条件を満たしたものについてはあわせて学士学位が授与される。普

通高等教育の本科課程修了者の場合，在学する高等教育機関は通常学士学位授与権を有している

ので，当該機関で学位を取得する。成人高等教育の本科課程修了者の場合には，学士学位の取得

を希望するのであれば，学士学位授与権を有する普通高等教育機関に学位授与を申請する。

　専科課程修了者でさらに上級の教育段階への進学を希望する場合には，成人高等教育として開

設されている「専昇本」課程に進むか，高等教育独学試験の「独立本科」課程を受験することに

なる。いずれも，専科課程の卒業を要件とし，４～５年制の本科課程で履修する科目のうち専科

課程段階での既修科目を除いた科目のみで構成される課程で学ぶことになっている。すべての科

目に合格すれば本科課程の卒業証書を取得することができる。

　大学院碩士課程への進学にあたって，①入学試験の受験者は，中華人民共和国公民であること，

②中国共産党の指導を擁護し，品徳が良好で，紀律と法を遵守すること，③身体と健康の状況が

国と新入生募集機関が規定する健康診断の要求に合致することという条件に加えて，必ず以下に

挙げる学歴条件の１つに合致しなければならないとされている。すなわち，

　（１）国が学歴を承認する本科課程の現役卒業生（当年９月１日までに国が承認する本科課程卒業

証書を取得しなければならない。普通高等教育，成人高等教育，普通高等教育機関が実施す

る成人高等学歴教育の現役の本科課程卒業生及び独学試験とインターネット教育１０で同時点

までに卒業できる本科課程学生を含む）。

　（２）国が承認する大学本科課程卒業学歴を有する者。

　（３）国が承認する高等職業課程・専科課程卒業学歴を取得した後２年（卒業から合格となる年の

９月１日まで）以上で，大学本科課程卒業者と同等の学力に達し，かつ新入生募集機関が機

関の養成目標に基づいて受験者に対して提示した具体的な業務要求に合致する者。

　（４）国が学歴を承認する本科課程修了者は，本科課程卒業生と同等の学力を有するという身分で

志願すること。

　（５）すでに碩士学位，博士学位を取得している者１１。

　この条件からわかるのは，国が学歴を承認する本科課程の卒業生であればどの種類の高等教育

を経たかは問われないということと，ここで条件とされているのはあくまでも課程の卒業であっ

て学位の取得ではないことである。次に述べるように，中国では課程の修了（＝卒業）と学位取

得は同じではない。また，高等職業課程・専科課程という短期高等教育の卒業生であっても２年

以上を経て本科課程卒業と同等の学力があると認められれば受験が可能だとされている。

１.２.３　卒業と学位授与

　すでに述べた学位授与の基準からわかるように，学位は，相応する課程の修了を前提として，

一定の水準に達している者に対して与えられることになっている。このことからすぐに理解され

るが，中国では，課程の修了（＝卒業）と学位の授与は同じことを意味していない。このことに

１０ 中国では１９９９年からインターネットを用いた高等学歴教育が試行されている。２０１３年には６７校の普通高等教育機
関と中央広播電視大学がその試験的実施に参加している（「関於做好２０１３年現代遠程教育試点高校網絡高等学歴教
育招生工作的通知」『教育部公報』２０１３年第９期）。２０１４年には６３１万４,４７２人が学んでいる（「高等教育学校（機構）
学生数」（http://www.moe.edu.cn/s７８/A０３/moe_５６０/jytjsj_２０１４/２０１４_qg/２０１５０９/t２０１５０９０１_２０４６４６.html，２０１６
年１月５日最終確認）））。

１１ 「２０１６年全国碩士研究生招生工作管理規定」（http://yz.chsi.com.cn/kyzx/jybzc/２０１５０９/２０１５０９１１/１５０４０７３６４０.html，
２０１６年１月３日確認）。
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ついて，「中華人民共和国学位条例暫定実施規則」（１９８１年）により学士学位授与基準を具体的に

確認すると，「高等教育機関の本科課程学生で教学計画の各項目の要求を完成させ，審査を経て卒

業を認められ，課程の学習と卒業論文（卒業設計もしくはその他の卒業実践部分）の成績が確か

に当該専門分野の基礎理論と専門知識，基本技能をしっかりと把握し，しかも科学研究活動に従

事するか，もしくは専門技術活動を担う初歩的能力を有していることを示している者には，学士

学位を授与する」（第３条）となっている。

　実際２０１４年には，普通高等教育本科課程卒業生総数が３４１万３,７８７人だったのに対して授与学位
数は３３３万８,３２３人で，卒業生総数に対する授与学位数の比率は９７.８％だった。つまり，２.２％の卒
業生は学士学位を取得できていない１２。一方，すでに述べたように，成人高等教育本科課程の卒

業生でも条件に合致すれば学位授与権を有する高等教育機関に申請して学位を取得することがで

きる。２０１４年には，成人高等教育本科課程の卒業生の総数が８９万９,０５０人だったのに対して学士学
位の授与数は１４万１,４２０人で，比率は１５.７％だった１３。
　学位授与権を有する高等教育機関や科学研究機関には機関レベルで学位評定委員会が設置され，

その構成員名簿は主管部門を通じて国務院学位委員会に報告して記録にとどめられる。各機関の

学位評定委員会は，９名から２５名で構成され，①碩士学位及び博士学位を申請した者の名簿の審

査，②碩士学位の試験科目，科目数と，博士学位基礎理論科目と専門科目の試験範囲の確定及び

主任審査委員と論文諮問委員会構成員名簿の審査・認可，③学士学位取得者名簿の確認，④碩士

学位及び博士学位の授与の決定などを行う。また専門分野ごとに，外部機関の専門家を含む学位

論文口頭試問委員会が組織される。この委員会は「碩士と博士の学位論文の審査と口頭試問の組

織に責任を負い，碩士学位もしくは博士学位の授与の可否について決定を下す」（「学位条例」第

１０条）とされ，学位評定委員会は「学士学位取得者名簿の審査に責任を負い，学位論文口頭試問

委員会が碩士学位もしくは博士学位を授与するよう報告した決定について認可するかどうかの決

定を行う」（同条）ことが定められている。こうした委員会を経て学位授与が決定された後，学位

授与機関は毎年，学位評定委員会の決定を経て学士学位を授与した人数，碩士学位及び博士学位

を授与した者の名簿及び関連資料をそれぞれ主管部門と国務院学位委員会に報告して記録にとど

めることになっている（「中華人民共和国学位条例暫定実施規則」第２０条）。

１.３　質的保証のメカニズム

　中国では，教育部が毎年「学歴教育学生募集資格を有する大学一覧」を公表している。これは

国が承認する学歴を授与できる課程に学生を募集できる機関の一覧であり，ある大学がこのリス

トに掲載されていることは，その機関が正規の学生を受け入れることが認められている，すなわ

ち教育の質が基本的に問題のない水準にあることを示している。既存の機関がこのリストから外

されると，その機関が提供する教育は国が認めたものではなくなり，卒業証書は国によって承認

されない。

　また，教育評価の制度化が進められている。１９８０年代の取り組みを経て，１９９０年に国レベルで

の規定として「普通高等教育機関の教育評価に関する暫定規定」が定められた。この規定には合

１２ 卒業と学位授与が一致しないことは大学院段階でも同様である。同じ２０１４年の状況をみると，碩士課程卒業生数
が４８万２,２１０人だったのに対して同課程での授与学位数は４７万９,１２６人で，卒業生に対する比率は９９.４％となってお
り，博士課程卒業生数が５万３,６５３人だったのに対して同課程での授与学位数は５万２,３５２人で，卒業生に対する比
率は９７.６％となっている。

１３ 「高等教育学校（機構）学生数」（http://www.moe.edu.cn/s７８/A０３/moe_５６０/jytjsj_２０１４/２０１４_qg/２０１５０９/t２０１５０９０１ 
_２０４６４６.html，２０１６年１月５日最終確認））。
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格認定評価，運営水準評価，各種の優秀校選定のための評価などが含まれていた。また，１９９４年

からは大学院教育に対する評価も行われるようになった。

　２００４年には本科課程及び専科課程の教学評価を実施する教育部高等教育教学評価センター（原

語は「教育部高等教育教学評估中心」）が設置され，２００８年にかけて一部の例外を除きすべての該

当機関を対象として本科課程の教学評価が行われた。評価を通じて，運営条件を改善し，教学の

基本的整備を強化し，教学管理を強化し，教学改革を深化させ，教学の質と運営の効果を全面的

に向上させるよう促すことが目的とされ，具体的な評価の指標として，教学活動を中心に，それ

に直接・間接に関わる７項目が列挙されている。またこれらの項目に加えて，「特色項目」という

評価項目が設けられていた（南部，２００９，pp.１１３-１１７）。その後，２０１１年から第２期の「本科課程
教学評価」が進められている。第１期が画一的な評価だったのに対して，この第２期の評価では

機関評価，専門認証評価，国際評価の３種類が行われている。機関評価は，新設されて間もない

機関を対象とした合格評価と，過去に評価を受けた機関が５年を経過して改めて受ける審査評価

（原語は「審核評価」）からなる。また国際評価は，特定専門分野に関して海外から専門家を招聘

し，その分野における当該大学の水準について評価を受けるというものである１４。高等専科学校

と高等職業教育機関の評価は各省の教育行政部門に委託して行われている。

２．システムの構造と機能

２.１　就学規模，費用負担

　中国では，文革終結後，とりわけ１９９０年代末以降急速な量的拡大が図られてきた。中国で高等

教育システム全体の規模を示す「粗就学率」（原語は「毛入学率」）を見ると，この数値が公的に

発表されている最も早い年は１９９０年で，この年の「粗就学率」は３.４％であったが，それから一貫
して上昇してきており，２０１４年には３７.５％に達している（図表６－４）。なお，この比率には中国
で提供されている多様な形式の高等教育を受ける者が対象に含まれている。

　図表６－５は，高等教育制度の中核に位置づけられる普通高等教育機関数及び普通高等教育（本

科課程，専科課程）学生数，そして大学院生数が１９８０年から２０１４年にかけてどのように変化した

かを示している。急速な量的拡大が図られた２０００年から２０１４年にかけての時期に注目すると，普

通高等教育を主として担う普通高等教育機関の数はこの間に２.４倍となったのに対して，普通高等
教育を受ける学生の数は同じ期間で４.６倍にまで拡大した。これもかなり大きな拡大だと言えるが，
大学院生数はそれを上回る勢いで増加しており，この間６.１倍に達している。特に２０００年から２０１０

１４ 教育部「関於普通高等学校本科教育評估工作的意見」（２０１１年１０月１３日）（http://www.pgzx.edu.cn/modules/ 
wenjianhuibian_d.jsp?id=７２５，２０１５年７月２０日最終確認）

図表６－４　中国高等教育の「粗就学率」　（単位：％）

１９９８１９９７１９９６１９９５１９９４１９９３１９９２１９９１年

９.８９.１８.３７.２６.０５.０３.９３.５「粗就学率」

２００６２００５２００４２００３２００２２００１２０００１９９９年

２２.０２１.０１９.０１７.０１５.０１３.３１２.５１０.５「粗就学率」

２０１４２０１３２０１２２０１１２０１０２００９２００８２００７年

３７.５３４.５３０.０２６.９２６.５２４.２２３.３２３.０「粗就学率」

出典：「各級教育毛入学率」（http://www.moe.edu.cn/s７８/A０３/moe_５６０/jytjsj_２０１４/２０１４_qg/２０１５０９/t
　　　２０１５０９０１_２０４９０３.html，２０１６年１月３日最終確認）より筆者作成。



第６章　中国の高等教育における職業教育と学位 125

年にかけては驚異的な速度での増加になっており，この間碩士課程の増加人数だけでも１００万人を

超えている。

　高等教育機関の設置主体に注目すると，国や地方政府のほか，企業・事業組織，社会団体及び

その他の社会組織や公民などによる設置が認められており，１９９０年代以降，中央省庁所管機関の

地方への移管と民営高等教育機関の新設が進んでいる。前者の地方移管に関して見れば，１９９６年

には普通高等教育機関１,０３２校のうち３３.５％に相当する３４６校が教育部を含む中央行政部門の所管
だったが，２０００年には１１６校にまで減少し，普通高等教育機関総数（１,０４１校）に占める比率も
１１.１％となった１５。２０１４年時点では１１３校が中央行政部門の所管となっている（図表６－６）。後
者の民営高等教育機関については，１９８０年代に高等教育独学試験制度の受験準備クラスや各種の

職業技術学校が民間で相次いで作られ，その中から国から正規の高等教育機関として認められる

機関が出現するようになった。２００３年には普通高等教育機関に分類される民営高等教育機関は

１７３校（普通高等教育機関総数の１１.１％）で，そこに８１.２万人（普通高等教育を受ける学生総数の
７.３％）の学生が在籍していたが１６，その後量的に大きく拡大した。２０１４年の時点で，普通高等教

育機関（２,５２９校）のうち民営機関が７２７校（全体の２８.７％）あり，そこに５７４.６万人（同２２.６％）が
在籍するまでになっている１７。つまり，２０００年代に入ってからは，明確に公立機関と民営機関が

１５ 国家教育委員会計劃建設司編『中国教育事業統計年鑑 １９９６』人民教育出版社，１９９７年，１８頁及び教育部発展規劃
司編『中国教育統計年鑑 ２０００』人民教育出版社，２００１年，２４頁。

１６ 教育部発展規劃司編『中国教育統計年鑑　２００３』人民教育出版社，２００４年，１８頁，３０～３１頁。
１７ 「普通，成人本，専科分挙髮者学生数」（http://www.moe.edu. cn/s７８/A０３/ moe_５６０/ jytjsj_２０１４/２０１４_qg/２０１５０９/ 

t２０１５０９０９_２０６７５２.html，２０１６年１月５日最終確認）。

図表６－５　中国における普通高等教育の拡大状況

大学院生数（碩士，博士計）（人）普通高等教育学生数（人）普通高等教育機関数（校）年

   ２１,６０４（     --     ）   １,１４３,７１２（    ２８１,７８６）    ６７５１９８０

   ８７,３３１（   ８３,６９２）   １,７０３,１１５（    ５８０,４７２）  １,０１６１９８５

   ９３,０１８（   ８０,６８５）   ２,０６２,６９５（    ７４２,５７１）　１,０７５１９９０

 １４５,４４３（ １１６,３９６）   ２,９０６,４２９（ １,２６８,２２９）  １,０４５１９９５

 ３０１,２３９（ ２３３,１４４）   ５,５６０,９００（ ２,１６０,７１９）  １,０４１２０００

 ９７８,６１０（ ７８７,２９３）  １５,６１７,７６７（ ７,１２９,５７９）  １,７９２２００５

１,５３８,４１６（１,２７９,４６６）  ２２,３１７,９２９（ ９,６６１,７９７）  ２,３５８２０１０

１,８４７,６８９（１,５３５,０１３）  ２５,４７６,９９９（１０,０６６,３４６）  ２,５２９２０１４

出典：『中国教育（事業）統計年鑑』人民教育出版社，各年版より筆者作成。ただし，２０１４年については
「分部門，分計劃研究生数（総計）」（http://www.moe.edu.cn/５６０/jytjsj_２０１４/２０１４_qg/２０１５０９ 
/t２０１５０９０１_２０４７２１.html，２０１６年１月３日最終確認），「普通，成人本，専科分挙髮者学生数」（http:// 
www.moe.edu.cn/s７８/A０３/moe_５６０/jytjsj_２０１４/２０１４_qg/２０１５０９/t２０１５０９０９_２０６７５２.html，２０１６年１
月５日最終確認）による。なお，普通高等教育学生数の（　）内は専科課程学生数，大学院生数の
（　）内は碩士課程学生数。

図表６－６　主管部門別普通高等教育機関数（２０１４年）　（単位：校）

民営
地方部門中央部・委員会

合計
地方企業非教育部門教育部門他の部・委教育部

７２７  ４４５９２１,０５３４０７３２,５２９合計

４２０  ６８６０４３７７３１,２０２大学・学院

３０７  ４４５２４４４９３－１,３２７
高等職業教育機関
（高等専科学校）

出典：「高等教育学校（機構）数」（http：//www.moe.edu.cn/s78/A03/moe_560/jytjsj_2014/2014_qg/201509 
/t20150901_204585.html，２０１６年２月１日最終確認）より筆者作成。
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主要な類型になり，特に後者が急速に拡大してきていると言える。もっとも，システムの中核を

占めているのは依然として中央省庁，特に教育部が所管する大学である。

　一方，成人高等教育機関は減少傾向にあり，２０１４年には２９５校となっている。このうち中央部・

委員会が主管する機関は１３校（教育部１校，他の部・委員会１２校）のみであり，それ以外は，民

営高等教育機関１校を除いて地方部門の所管となっている（教育部門９４校，非教育部門１４６校，地

方企業４１校）１８。また，成人高等教育を受ける学生は，２０１４年の在校生数が６５３万１,２１２人であり，
内訳は本科課程が２７９万７,９１７人，専科課程が３７３万３,２９５人となっている。ただし，このうち成人高
等教育機関で学んでいる学生は４５万２,１６５人（本科課程３万５,１４１人，専科課程４１万７,０２４人）にす
ぎず，６０７万９,０４７人は普通高等教育機関が設置している成人高等教育部門の在校生である１９。

２.２　専門分野別の在学者

　普通高等教育を受ける学生の専門分野別学生数は現在，本科課程と専科課程で専門分野の分類

が異なっている（図表６－７，図表６－８）。本科課程では，工学分野が３３.２％と最も大きな割合

１８ 「高等教育学校（機構）数」（http://www.moe.edu.cn/s７８/A０３/moe_５６０/jytjsj_２０１４/２０１４_qg/２０１５０９/t２０１５０９０１_ 
２０４５８５.html，２０１６年２月１日最終確認）。

１９ 「成人本，専科分性質類別学生数」（http://www.moe.edu. cn/s７８/A０３/ moe_５６０/ jytjsj_２０１４/２０１４_qg/２０１５０９ 
/t２０１５０９０７_２０５９２５.html，２０１６年２月１日最終確認）。

図表６－８　普通高等教育専門分野別学生数（専科課程）　（単位：人）

１０,０６６,３４６  専科課程合計

１５５,２８９  紡績・食品１７０,２４７  農林水産・牧畜

２,１３８,３２２  財政・経済５０７,１３６  交通運輸

１,０８５,５２２  医薬衛生２１１,１０６  生物化学・薬品

３２５,５７６  観光１３８,７４８  資源開発・測量

１００,８１２  公共事業１２０,９９８  材料・エネルギー

１,０１２,７８６  文化・教育１,２００,３９４  土木建築

４６７,１７６  芸術設計・メディア４４,４９７  水利

３３,９３０  公安１,２９１,５１２  製造

１１０,９５７  法律９０６,６６７  電子・情報

４４,６７１  環境保全・気象

出典：「普通専科分学科学生数」（http://www.moe.edu.cn/s７８/A０３/ moe_５６０/ jytjsj_２０１４/２０１４_ 
qg/２０１５０９/t２０１５０９０７_２０５９１７.html，２０１６年１月５日最終確認）より筆者作成。

図表６－７　普通高等教育専門分野別学生数（本科課程）　　（単位：人）

１５,４１０,６５３  本科課程合計

１,０７３,０１５  理学９,２４９  哲学

５,１１９,９７７  工学９０８,１９６  経済学

２６９,２５２  農学５４３,２７１  法学

１,１１１,６９９  医学５４４,３１４  教育学

２,８５８,６０２  管理学１,４７６,０７５  文学

１,４２４,９２５  芸術学７２,０７８  歴史学

出典：「普通本科分学科学生数」（http://www.moe.edu.cn/s７８/A０３/moe_５６０/ jytjsj_２０１４/２０１４_qg/ 
２０１５０９/t２０１５０９０７_２０５９１９.html，２０１６年１月５日最終確認）より筆者作成。
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を占め，管理学（１８.５％）が続いている。哲学，経済学，法学，教育学，文学，歴史学，芸術学
をあわせた人文社会科学は全体の３２.３％である。一方，専科課程では，財政・経済が全体の２１.２％
を占め，製造（１２.８％），土木建築（１１.９％），医薬衛生（１０.１％）が続いている。全体として，工
学分野が約半数を占めている。

２.３　就職先，産業界との連携

　計画経済体制下の中国では，高等教育機会の調整そのものが計画に組み込まれており，普通高

等教育のある専攻で学ぶことは，卒業後その専攻に関連する職場に配置されることを意味してい

た。そこでは就職率や大学教育と就職のズレといったことは問題にならなかったし，問題が生じ

れば調整が行われた。その後１９９０年代に入って市場経済体制への移行が進むにつれて，卒業後の

職場配置に関する改革が行われ，１９９０年代後半以降は雇用者と就職を希望する学生とがお互いを

選択する制度となっている。また，公務員の採用についても試験制度が導入されている。

　そうした状況において，特に１９９９年からの急激な量的拡大が就職圧力を高めたこともあり，高

等教育機関は，学生が市場に適応できるように教育することが求められ，学生も，学歴とともに

知識や能力を確実に身につけることが必要になった。そのため各機関は，学生に対する就職指導

教育を強化するとともに，教育内容・方法の改革を通じて学生の総合的な資質や就職に必要な能

力の育成に力を入れるようになっている。工学分野においては，提携した工場での生産実習など

の科目が教育課程に組み込まれている。

　職業技術学院などの高等職業教育機関については，教育課程の授業時間の４０％程度は実践教学

科目とし，教学計画に規定する実験，実践訓練科目を９０％以上開設することになっている（「高等

職業教育機関設置基準」第４条）。また，対応する業種の人材ニーズ予測にもとづいた専攻設置や

教育課程の編成，企業と連携した実践訓練拠点の設置が求められている。

２.４　費用負担

　中国では従来，学費の徴収は行われていなかったが，１９８０年代から普通高等教育を受ける一般

の学生に対する学費の徴収が試験的に始められた。１９９４年には少数の機関といくつかの専門分野

を除いて学生は一律に学費を納めることとなり，可能な機関から学費の徴収が始められた。そし

て，１９９８年からは基本的にすべての機関で学費を徴収されることになった。ただし現在は，教員

養成など一部の専門分野では学費免除が行われている。

　一例として，浙江省の学費水準をみると次のようになっている。同省では物価局が，公立の普

通高等教育機関を浙江大学，高等職業教育機関，それ以外の普通高等教育機関に分けて学費の基

準を設定している。以前は一定の範囲内で各機関が額を定めていたが，２０１５年からは統一される

ことになった。２０１５年の基準によれば，芸術系専攻ではどの類型でも９,０００元（年あたり。以下同
じ）だが，工学系，医学系専攻では浙江大学６,０００元，高等職業教育機関６,６００元，それ以外の普通
高等教育機関５,５００元，農学系専攻では浙江大学５,５００元，高等職業教育機関６,３００元，それ以外の
普通高等教育機関５,０００元となっており，それ以外の専攻では浙江大学５,３００元，高等職業教育機関
６,０００元，それ以外の普通高等教育機関４,８００元とされている２０。

２０ 「浙江公髮普通高校新学費標準出炉　明年秋季起執行」（http://www.zj.xinhuanet.com/newscenter/focus/２０１４-
１１/１５/c_１１１３２５９３０９.htm，２０１６年２月２日最終確認）。
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３．政策の動向

３.１　歴史的経緯

３.１.１　高等職業教育の確立と発展

　中国では，「職業教育」あるいは「職業技術教育」は，就職前に学校教育として行われるものの

ほか，各種の職業訓練や在職研修などを総称する語として用いられている。このうち学校教育と

して実施される職業教育は従来，中等教育段階で整備され，中等専門学校や技術労働者学校，職

業中学などで行われ，高等教育段階の職業教育は１９８０年代に入ってようやく発展してきた（何，

１９９６，p.３３３）。１９８５年の中共中央「教育体制の改革に関する決定」で高等職業技術教育機関を積
極的に発展させることが建議されたことによって，高等職業教育は正式に国民教育体系に組み込

まれた（呉・孫，２００８，p.５４５）。その後，高等職業教育機関のほか，高等専科学校，成人高等教
育機関も高等職業教育に組み込むことになった。１９９３年の「中国教育改革・発展要綱」において

も，既存の高等専科学校，高等職業教育機関（職業大学）と成人高等教育機関の改革及び柔軟で

多様な高等職業クラスの実施などを通じて高等職業教育を積極的に発展させることが強調された。

　１９９６年には「中華人民共和国職業教育法」が制定された。この法では，「職業教育は国の教育事

業の重要な構成部分であり，経済と社会の発展，労働就業を促進させる重要な方途である」とさ

れ，「国は職業教育を発展させ，職業教育改革を推し進めて，職業教育の質を向上させ，社会主義

市場経済と社会進歩の必要に適応した職業教育制度を構築し，健全なものにする」とされた（第

３条）。職業教育体系のうち，学校教育は初等，中等，高等教育に分けられ，そのうち高等職業教

育は需要と条件にもとづき高等職業教育機関が実施するか，もしくは普通高等教育機関が実施す

るとされた（第１３条）。これによって，高等職業教育は法律の形式で確立されることになった

（呉・孫，２００８，p.５４８）。続いて，１９９９年の中共中央と国務院による「教育改革を深化させ素質
教育を全面的に推進することに関する決定」では，「高等職業教育は高等教育の重要な構成部分で

あり，高等教育を大いに発展させて，必要な理論的知識としっかりとした実践的能力を備え，生

産，建設，管理，サービスの第一線と農村で喫緊に必要とされる専門人材を養成しなければなら

ない」ことが改めて示された。これ以降は，いっそうの量的拡大を図るために高等職業教育機関

の設置認可の権限を省レベルの地方政府に移譲するとともに，質の向上をめざしてモデル科目の

作成や実習訓練拠点の制定，人材養成及び運営水準の評価などが進められた。

　２０１０年に出された「国家中長期教育改革・発展計画要綱（２０１０-２０２０年）」は，２０２０年までの１０
年間に達成すべき目標や改革の方向性を示す文書である。この中では，「２０２０年までに，経済発展

方式の転換と産業構造調整の要求に適応し，生涯教育の理念と，中等職業教育と高等職業教育の

調和的な発展を実現した現代的職業教育体系を形成し，人民大衆の職業教育を受けるニーズを満

足させ，高い資質を持った労働者と技能型人材に対する経済・社会の要求を満足させる」ことが

示されている。また，高等職業教育の在校生数を，２００９年の１,２８０万人から２０２０年には１,４８０万人
にまで増加させることが数値目標として掲げられた。

　このように，高等教育段階における職業教育は１９８０年代に専科課程段階の教育として新たに導

入され，正規の学校教育体系に組み込まれた。その後は，量的拡大が進められるとともに質の維

持・向上に向けた施策がとられてきている。

３.１.２　高等職業教育機関の導入と展開

　改革開放政策がとられるようになった１９７０年代末以降，地方の経済が急速に発展したことに

よって，技術応用型人材に対する需要が強まり，経済の発展した地域で職業大学（＝高等職業教
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育機関）の設立が構想された。そして１９８０年に南京金陵職業大学や江漢大学，無錫職業大学など

１３校の短期職業大学が相次いで設立された。１９８３年になると，３３校の短期職業大学が教育部によ

り認可を受けた。これ以降，各地で職業大学が設立され，規模は拡大した（呉・孫，２００８，pp.５４４-
５４５）。これらの機関は基本的に２～３年制の専科課程教育を提供し，地方の必要に応じて専攻を

設置しており，自宅通学制で，学費が徴収され，卒業後の就職先の割り当てがないといった点で

これまでの普通高等教育機関とは異なっていた。１９９０年代末からは高等専科学校の職業技術学院

への改組が奨励されるようになった。

　２０００年には「高等職業教育機関設置基準（暫定）」が公布された。この法規では，全学及び学内

組織の管理責任者や教員集団，土地や校舎，財源などについての基準が示されるとともに，「専攻

の設置にふさわしく必要な実習・実践訓練の場所，教学機器，図書資料を配置しなければならな

い」（第３条）とされた。また，カリキュラムに関しては，高等職業教育機関の特色を際立たせな

ければならないとされ，①実践教学の授業時間数は一般に，教学計画における総授業時間数の

４０％程度を占めること，②教学計画に規定する実験，実践訓練科目の開設率は９０％以上とするこ

と，③各専攻は，それぞれにふさわしい基礎技能訓練と模擬操作の条件と安定した実習・実践活

動の拠点を備えなければならないことが求められた（第４条）。そして，新設の高等職業教育機関

については設立後４年以内に次の条件を満たすことが求められている（第７条）。

　（１）全日制の在学生の規模が２,０００人を下回らないこと。
　（２）大学の本科課程卒業以上の学歴を有する専任教員が１００人を下回らず，そのうち副高級専門

技術職務以上である専任教員の人数が当該機関専任教員総数の２５％を下回らないこと。

　（３）専攻の設置にふさわしい教学機器・設備の全体的な価値が１,０００万元を下回らず，校舎建築
面積が６万裃より小さくはなく，使用に適した図書が１５万冊を下回らないこと。

　（４）高等職業技術教育の特色を備え，整った教学計画，教学大綱と適切な教学管理制度を作り上

げていること。

　２００８年には，２００３年以降試行が進められてきた高等職業教育機関及び高等専科学校の人材養成

業務水準の評価が全面的に実施されるようになった。この評価では，①運営指導思想（機関の位

置づけと運営の思想，産学官連携），②教員集団の整備（構造，質と整備），③教学条件とその利

用（教学の基本設備，実践的教学の条件，教学経費），④教学の整備と改革（専攻，課程，職業能

力訓練，素質教育），⑤教学管理（管理集団，質のコントロール），⑥教学の成果（知識・能力・

資質，就業と社会的名声）という６つの項目が挙げられ，それぞれが優秀，良好，合格，不合格

の４段階で評価されている。それぞれの項目にはより詳しい観点が示されている。

３.２　政策課題

　前述のように，１９８０年代以降高等職業教育は専科課程段階で整備されてきた。また，大学院課

程段階では専門職学位に対応した教育が提供されるようになっている。これらの段階の教育を

いっそう改善することは引き続き進められているが，近年ではその中間段階，すなわち本科課程

段階での職業教育を導入する施策がとられつつある。その方向性は，最近矢継ぎ早に公表された

次のような政策文書に示されている。

　まず２０１４年５月，国務院は「現代職業教育の発展を加速させることに関する決定」２１を公布した。

この中では，職業教育体系の構築として「高等職業教育を創造的に発展させる」とされ，専科課

２１ 国務院「関於加快発展現代職業教育的決定」（２０１４年５月２日）（http://www.gov.cn/gongbao/content/２０１４/ 
content_２７１１４１５.htm，２０１６年２月５日最終確認）。
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程段階の高等職業教育機関が「緊密に産学研連携を行い，カバーする地域が発展するよう技術・

技能人材を養成し，企業，特に中小企業の技術の研究開発と製品の水準向上に重点的に奉仕し，

コミュニティ教育と生涯学習のサービスを強化しなければならない」とされる一方，「本科課程段

階の職業教育の発展を模索する」ことが示された。そして，専科高等職業教育機関を昇格させた

り合併させたりして本科課程を提供する高等教育機関にすることはせず，「本科課程を提供する普

通高等教育機関が転換して発展するよう方向づけ，…試行的な推進やモデルにもとづく申請など

の方式を採って，本科課程を提供する普通高等教育機関が応用技術型の高等教育機関に転換し，

主として本科課程段階の職業教育を行うよう方向づける」とされた。あわせて，「高等教育機関の

分類体系を構築し，分類にもとづく管理を行い，分類ごとの設置，評価，指導，財政制度を作り

上げることを加速させる」ことが謳われた。

　また同年６月には，教育部，国家発展改革委員会，財政部，人力資源社会保障部，農業部，国

務院扶貧髮によって「現代職業教育体系構築計画（２０１４-２０２０年）」２２が出された。この計画では，
まず「２０２０年までに，発展のニーズに適応し，産業界と教育界が深く融合し，中等職業教育と高

等職業教育が接続され，職業教育と普通教育が相互に通じ合い，生涯教育の理念を実現し，中国

の特色を持った世界水準の職業教育体系を作り上げ，人材養成の架橋を構築し，合理的な教育の

構造を形成して，現代教育体系を基本的に作り上げることと，教育の現代化を基本的に実現する

ことを推し進める」ことが目標とされている。そのうえで高等職業教育に関しては，「既存の専

科課程段階の高等職業（専科）学校をしっかりと運営することを基礎として，応用技術型高等教

育機関を発展させ，本科課程段階の職業人材を養成する。応用技術型高等教育機関は，高等教育

体系の重要な構成要素であり，本科課程を提供する他の高等教育機関と平等な地位を有する。高

等職業教育の規模は高等教育の半分以上を占め，本科課程段階の職業教育が一定の規模に達する

ようにする。職業能力の向上を方向づける専門職学位大学院生養成モデルを作り上げる。高等教

育機関の設置に関する制度の規定にもとづき，条件に合致する技術師範学院を高等教育機関の枠

内に組み入れる」とされた。これをふまえて，図表６－９のような全体的教育体系が構想されて

いる。原語のままなのでややわかりにくいが，右側の「�用技�本科」（応用技術本科）をはめ

込んで１つの柱にしようという意図である。

　あわせて，「学歴，学位と職業資格の接続を強化する」ことが挙げられ，「職業教育の特徴に合

致した学位制度を研究，検討する。学歴・学位証書と資格証書の「双証書」制度を改善して，職

業教育の学歴・学位証書体系，専門職学位の取得につながる大学院教育と職業資格証書体系の有

機的な接続を徐々に実現し，各段階の職業教育と普通教育が相互に接続する制度を作り上げるこ

とを模索する。職業教育機関で基準を満たした卒業生が相応の職業資格証書を取得する方法を改

善する」ことがめざされている。

　さらに２０１５年１０月には，教育部によって「高等職業教育創新発展行動計画（２０１５－２０１８年）」２３

が作成，公表されている。この計画では，高等職業教育の全体的な力量を強化し，人材養成の構

造を合理的なものとし，経済社会発展に奉仕する水準をはっきりと向上させるために３年間で取

り組むべき項目と目標が整理されている。具体的には，専門性の向上として国内外の企業との積

極的な連携による優れた教育資源の導入，企業での実践を含む教員養成過程の模索，高等職業教

２２ 教育部，発展改革委員会，財政部，人力資源社会保障部，農業部，国務院扶貧髮「現代職業教育体系建設企劃
（２０１４－２０２０年）」（２０１４年６月１６日）（http://www.gov.cn/gongbao/content/２０１４/content_２７６５４８７.htm，２０１６年
２月５日最終確認）。

２３ 教育部「高等職業教育創新発展行動計劃（２０１５－２０１８年）」（２０１５年１０月１９日）（http://www.moe.edu.cn/srcsite/ 
A０７/moe_７３７/s３８７７/２０１５１１/t２０１５１１０２_２１６９８５.html，２０１６年２月５日最終確認）。
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育構造の改善，地域での協調的な発展の促進などが挙げられ，機関レベルでの改革として新入生

募集制度の見直し，単位互換制度の創設，企業による職業教育への参与の奨励，企業が機関運営

を行うことの支持，運営自主権の拡大などが示されている。そのうえで，それぞれの項目につい

てより具体的な活動目標が列挙され，各目標の責任部局とタイムスケジュールがまとめられてい

る。例えば，「高等職業教育機関設置基準」を策定し，「普通高等教育機関設置暫定条例」の修正

を検討するという項目は２０１６年末までに終えることになっており，高等職業教育学位を創設する

可能性についての研究を行うという項目は２０１８年末までに終えることになっている。

　同じく２０１５年１０月には，教育部，国家発展改革委員会，財政部によって「一部の地方普通本科

高等教育機関が応用型に転換するのを導くことに関する意見」２４が出された。この文書では，経済

社会の発展に対して高等教育の構造的矛盾がみられるとして，それを克服し国の重要戦略に適応

するよう一部の普通本科高等教育機関が応用型に転換することが求められている。そして，応用

型への転換にあたって，類型としての位置づけの明確化，地域の経済社会発展への融合，新たな

産業や業態，新技術の発展，企業との共同発展のための基盤構築，産業ネットワークと結びつい

た専門体系の構築，応用型，技術技能型人材養成モデルの創出，実践・実習拠点の強化などを進

めるべきことが述べられるとともに，機関運営改革や転換を進めるための施策についても取り上

げられている。

　そして２０１５年１１月，教育部の認可を経て，天津中徳応用技術大学が，高等職業教育機関が昇格

した初めての応用技術型本科高等教育機関になった２５。

図表６－９　「現代職業教育体系構築計画（２０１４-２０２０年）」に示された教育体系

２４ 教育部，国家発展改革委員会，財政部「関於引導部分地方普通本科高校向応用型転変的指導意見」（２０１５年１０月２１
日）（http://www.moe.edu.cn/srcsite/A０３/moe_１８９２/moe_６３０/２０１５１１/t２０１５１１１３_２１８９４２.html，２０１６年２月５日
最終確認）。

２５ 「盤点２０１５年職業教育：１０位職教人的１０件職教事」『中国教育報』２０１５年１２月３１日。なお，この天津中徳応用技術
大学は前身が天津中徳職業技術学院であり，政策文書で専科高等職業教育機関を転換することはしないと繰り返
し述べられているのとは整合していない。
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　このように中国では，高等教育システム全体の構造が見直される中で職業教育の位置づけが変

化してきた。計画経済体制下では高等教育は経済や産業の発展に必要な人材を養成することが求

められ，それに適したシステムが形成されたことから高等教育全体が職業教育といってもよい状

況であった。１９８０年代以降は，１９８０年に「学位条例」が制定されるなど職業を指向しつつもそれ

に直接結びつかない高等教育への転換が生じるとともに，専科課程段階でより明確に職業に直結

する高等職業教育が導入されるようになり，同時に専門職学位課程の試行が始まった。そして近

年は本科課程段階での高等職業教育の導入が検討され，その具体化に向けて取り組みが行われて

いるのである。ただし，理念や目標，大きな方向性は示されているものの，その前提となる法整

備や制度設計が先行しているわけではない。また，応用技術型高等教育機関は地方の高等教育機

関からの転換が想定されているが，所在する地域（省）の経済的，社会的条件の違いからその動

きには地方ごとの違いが生じることも考えられる。今後の進展に注目したい。
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